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研究要旨： 
本研究では、他の分担研究で作成した要支援避難者個人帳票や防災チャットボット等の実効

性を図るため、複数の自治体においてパイロットスタディを実施することを目的とした。 
検証では、第１回目、第２回目では被災者情報把握システムの全体フロー、帳票について検

討した。第３回目では、鳥取県、長野県での実証実験を踏まえて、システム全体のフロー、帳

票について都道府県、市町村の現場での活用可能性を検討した。第４回目では、被災者情報把

握システムの入力から集計までの一連の流れを検討した。 
実証実験では、要支援避難者が入力した帳票を自治体が出力して災害対応に活用するという

一連の流れを鳥取県・北栄町、長野県・伊那市、熊本市の協力のものと実施することができた。

実験では、実災害の経験をもとにした多くの意見を得ることができ、D-vics システムの検討、

新型コロナウイルス感染症を考慮した帳票の検討に活かすことができた。 
 

Ａ．研究目的 

①要支援避難者個人帳票を用いた情報把握

システムの開発、②避難所帳票やその他の集計

データシステムとの連携、③防災チャットボッ

トを活用した情報収集システムの開発、④新型

コロナウイルス感染症を考慮した帳票の検討

により開発した D-vics について、複数の自治

体（５地域を想定）での訓練又は実災害におい

てパイロットスタディを実施し、その妥当性、

有用性を検討する。収集側の市町村の避難所等

の運営組織及び被災者（又は訓練対象者）から

自治体の防災部局、保健・医療・福祉の関連部

局（保健所や保健医療調整本部等）までの各ス

テークホルダーについて、多面的な検討を実施

する。 

 

Ｂ．研究方法 

実証実験は、鳥取県・北栄町、長野県・伊那

市、熊本市の３回を現地で実施するとともに、

鳥取県・北栄町・伊那市を結んだオンラインで

の実証実験を含め計４回実施した。 

令和 2 年 10 月 22 日（木）：第 1 回実証実験

を鳥取県庁にて実施（参加団体：鳥取県、北栄

町） 

令和 2 年 11 月 5 日（木）：第 2 回実証実験

を長野県庁にて実施（参加団体：長野県、伊那

市） 

令和 2 年 12 月 3 日（木）：第 3 回実証実験

を熊本市にて実施（参加団体：熊本県、熊本市

社会福祉協議会、KVOAD） 

令和 3 年 2 月 24 日（木）：第４回実証実験

をオンラインで実施（参加団体：鳥取県、北栄

町、伊那市） 

実証実験では、第１回目、第２回目では被災

者情報把握システムの全体フロー、帳票につい

て検討した。第３回目では、鳥取県、長野県で

の実証実験を踏まえて、システム全体のフロー、

帳票について都道府県、市町村の現場での活用

可能性を検討した。第４回目では、被災者情報

把握システムの入力から集計までの一連の流
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れを検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

実証実験における被災者情報の入力はダミ

ーデータを用い、個人が特定できるデータを利

用しなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

４回の実証実験では以下の意見が得られ、

D-vics の検討に活かすことができた。 

 

１．被災者情報把握システムの全体イメージ 

システムの稼働は都道府県・救助実施市が実

施し、災害救助法適用時には原則稼働させる。 

発災後直後から 1 週間程度がシステム運用

のターゲット期間となる。情報は徐々に集まる

ものの、集まった分から分析したうえで、保健

師等が安否確認するなど、市町村が被災者へ最

初にコンタクトする段階から活用できること

が望ましい。 

脆弱層リストに記載される人については、訓

練・普及啓発・社会保障におけるかかわりなど

を通して、平時から本システムを活用して入力

可能な項目の記載を促す。 

被災者等からの入力情報は、国等に設置され

る踏み台サーバーを通して、総合行政ネットワ

ーク（LGWAN）上に構築したデータベースに

蓄積し、都道府県・市町村等は被災者からの情

報を閲覧するのみならず、各機関が個別の被災

者に対して実施した対応記録や入力ミスなど

の修正情報を入力・閲覧可能な仕様とする。 

 

２．被災者情報把握システムの活用体制 

都道府県については保健医療調整本部に福

祉部局や危機管理部局がなんらかの形で加わ

った体制（被災者支援体制調整本部（仮称））

のもと、D24H などで上記情報の集計値を活用

することに加え、個別の被災者の情報を総合行

政ネットワーク（LGWAN）上に構築されるデ

ータベースにおいて入力・閲覧可能とする。 

市町村では全体調整を司る福祉部局、平時か

ら保健や地域福祉を担う民間事業者や関係団

体が参加する体制（被災者支援チーム（仮称））

のもと、上記情報の個別データを住民基本台帳

などと突合可能な形で総合行政ネットワーク

（LGWAN）に提供し活用する。 

都道府県の被災者支援体制調整本部（仮称）

では、災害医療コーディネーターなどの医療関

係の調整者のほか、DHEAT や DWAT などの

調整者も必要であり、特に DWAT の派遣先の

ひとつとして市町村被災者支援チーム（仮称）

となることが想定される。 

市町村の被災者支援チーム（仮称）は事前か

ら市町村内各部局のみならずチームを構成す

る民間事業者や関係団体、DWAT などの派遣

チームと個人情報を共有することを可能とす

る協定などを締結しておく必要がある。 

都道府県の被災者支援体制調整本部（仮称）

や市町村の被災者支援チーム（仮称）の体制の

パターンや活動内容を検討する必要がある。 

 

３．被災者情報把握システムの情報処理 

市町村において事前に障害者手帳取得者、介

護認定を受けているもの、独居高齢者、妊産婦

といった災害時に配慮が必要な人のリスト（脆

弱層リスト（仮））を整備し、本システムから

提供される情報と突合し、市町村の被災者支援

チームが安否確認や被災者支援に活用する。 

市町村に提供される情報と平時から市町村

が保有する個人情報との突合については生年

月日、姓名カタカナ、郵便番号等の絞り込みを

想定しているが、住民票を移していないなどの

アンマッチへの対応を検討する必要がある。 

サービス事業者などが代行入力を行う際の

同意や手順等を検討する必要がある。 

市町村などとの連携に必要であることから、

都道府県も集計情報だけでなく個別被災者の

情報を閲覧でき、個別の被災者に対して実施し

た対応記録や入力ミスなどの修正情報を入力

可能とする。 
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Ｄ．考察 

実証実験では、要支援避難者が入力した帳票

を自治体が出力して災害対応に活用するとい

う一連の流れを鳥取県・北栄町、長野県・伊那

市、熊本市の協力のものと実施することができ

た。実験では、実災害の経験をもとにした多く

の意見を得ることができ、D-vics の検討、新型

コロナウイルス感染症を考慮した帳票の検討

に活かすことができた。 

災害直後に被災者が多くの情報を入力する

ことは現実的でない。このころから、平時から

様々な情報を入力しておくことが重要である

が、その入力項目の設定や、その入力を促進す

るための方法の検討が必要と考えられる。 

また、本格的な運用に向け住民参加型の D-

vics を用いた訓練プログラムを開発し、運用面

での課題を抽出し改善をしていくことも必要

である。 

 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 

 特になし 

２．学会発表 

 特になし 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 

 

 

 

  


